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(百万円未満切捨て)

１．2022年９月期第１四半期の連結業績（2021年10月１日～2021年12月31日）
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年９月期第１四半期 5,105 28.5 2,571 42.3 2,573 42.1 1,751 56.7

2021年９月期第１四半期 3,972 206.7 1,807 ― 1,810 ― 1,117 ―

(注)包括利益 2022年９月期第１四半期 1,750 百万円 ( 56.6％) 2021年９月期第１四半期 1,117 百万円 ( ―％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年９月期第１四半期 55.21 53.65

2021年９月期第１四半期 35.73 34.28

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年９月期第１四半期 31,487 27,563 86.6

2021年９月期 30,796 25,841 82.9

(参考) 自己資本 2022年９月期第１四半期 27,253 百万円 2021年９月期 25,529 百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年９月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2022年９月期 ―

2022年９月期(予想) 0.00 ― 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2022年９月期の連結業績予想（2021年10月１日～2022年９月30日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,220 7.0 6,819 3.8 6,823 3.6 4,539 5.3 143.13

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年９月期１Ｑ 31,717,000株 2021年９月期 31,717,000株

② 期末自己株式数 2022年９月期１Ｑ 398株 2021年９月期 398株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年９月期１Ｑ 31,716,602株 2021年９月期１Ｑ 31,275,167株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料における予想値及び将来の見通しに関する記述・言明は、当社が現在入手可能な情報による判断及び仮定

に基づいております。その判断や仮定に内在する不確実性及び事業運営や内外の状況変化により、実際に生じる結

果が予測内容とは実質的に異なる可能性があり、当社は将来予測に関するいかなる内容についても、その確実性を

保証するものではありません。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　①マーケットの状況

当社のグループ会社である㈱レコフデータが集計し公表している統計データによると、国内企業が関係し公表さ

れたＭ＆Ａ件数は、2021年（１－12月）時点で4,280件（前年同期比14.7％増）と、コロナ禍でありながら過去最多

を更新しております。

このようにＭ＆Ａマーケットが堅調に拡大する中、社会課題となった中堅・中小企業の事業承継問題の解決策と

してのＭ＆Ａは一層注目度が高まっており、Ｍ＆Ａは多くの経営者にとって重要な選択肢として広く認知されてお

ります。

官民の連携も強化されており、中小企業庁は2021年４月に「中小Ｍ＆Ａ推進計画」を策定し、2021年８月にはＭ

＆Ａ支援機関の登録制度を開始しており、多数の民間仲介事業者が登録されております。

また、Ｍ＆Ａ仲介上場５社（株式会社日本Ｍ＆Ａセンター、株式会社ストライク、Ｍ＆Ａキャピタルパートナー

ズ株式会社、株式会社オンデック、名南Ｍ＆Ａ株式会社）の各代表者を理事として、一般社団法人Ｍ＆Ａ仲介協会

が設立されており、業界一丸となって健全なＭ＆Ａによる社会貢献を目指しております。

マーケットが拡大する中で大手金融機関、地方銀行、新規参入といった競合も増加しておりますが、Ｍ＆Ａ専門

企業として蓄積してきた国内Ｍ＆Ａマーケットにおける高い専門性と実績を生かし、Ｍ＆Ａを通じ持続可能な日本

経済へ寄与するべく、良質なＭ＆Ａ案件を創出してまいります。

②当社グループの状況

当社グループの経営成績は、売上高は前年同四半期比で1,132,884千円（28.5％）の増加となる5,105,237千円と

なりました。これは、前年同四半期比で成約件数が増加したこと、全体的に成約単価が上昇したことが主な要因と

なっております。

売上原価は、売上高の増加により、賞与引当金を含むインセンティブ賞与及び外注費が増加したことを主な要因

として、前年同四半期比447,967千円（34.9％）の増加となる1,732,675千円となりました。

販売費及び一般管理費は、役員賞与引当金の減少に対して、給料手当、消耗品費、支払手数料、雑費、連結のれ

ん償却額の増加が主な要因となり、前年同四半期比79,439千円（9.0％）の減少となる801,011千円となりました。

その結果、営業利益は前年同四半期比764,355千円（42.3％）の増加となる2,571,551千円、経常利益は前年同四

半期比763,136千円（42.1％）の増加となる2,573,820千円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四

半期比633,618千円（56.7％）の増加となる1,751,225千円となりました。

当社グループの成約案件状況、ならびに当社及び㈱レコフの成約案件状況の内訳は次のとおりとなります。

成約件数（連結）

分類の名称

前第１四半期
連結累計期間

(自2020年10月１日
至2020年12月31日)

当第１四半期
連結累計期間

(自2021年10月１日
至2021年12月31日)

前年
同期比

グループ
全体

Ｍ＆Ａ成約件数 （件） 34 46 +12

手数料
金額別

うち１件当たりの手数料
総額が１億円以上の件数

（件） 8 10 +2

うち１件当たりの手数料
総額が１億円未満の件数

（件） 26 36 +10

成約件数（単体）

分類の名称

前第１四半期
累計期間

(自2020年10月１日
至2020年12月31日)

当第１四半期
累計期間

(自2021年10月１日
至2021年12月31日)

前年
同期比

Ｍ＆Ａキャピタル
パートナーズ㈱

Ｍ＆Ａ成約件数 （件） 32 41 +9

手数料
金額別

うち１件当たりの手数料
総額が１億円以上の件数

（件） 8 9 +1

うち１件当たりの手数料
総額が１億円未満の件数

（件） 24 32 +8
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分類の名称

前第１四半期
累計期間

(自2020年10月１日
至2020年12月31日)

当第１四半期
累計期間

(自2021年10月１日
至2021年12月31日)

前年
同期比

㈱レコフ

Ｍ＆Ａ成約件数 （件） 2 5 +3

手数料
金額別

うち１件当たりの手数料
総額が１億円以上の件数

（件） 0 1 +1

うち１件当たりの手数料
総額が１億円未満の件数

（件） 2 4 +2

なお、当社グループにおける報告セグメントはＭ＆Ａ関連サービス事業の単一セグメントであるため、セグメン

トに係る記載は省略しております。

（２）財政状態に関する説明

（流動資産）

流動資産は、前連結会計年度末と比較して863,278千円（3.1％）増加し28,583,783千円となりました。これは、

現金及び預金が893,831千円増加したことによるものです。

（固定資産）

固定資産は、前連結会計年度末と比較して172,498千円（5.6％）減少し2,903,634千円となりました。これは主に

繰延税金資産が123,936千円減少したこと、のれんが48,365千円減少したことによるものです。

（流動負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比較して1,023,275千円（21.8％）減少し3,666,952千円となりました。これは

主に、賞与引当金が599,313千円増加したこと、未払金が828,028千円減少したこと、未払法人税等が868,462千円減

少したことによるものです。

（固定負債）

固定負債は、前連結会計年度末と比較して7,541千円（2.9％）減少し256,960千円となりました。これは主に、退

職給付に係る負債が3,137千円減少したこと、その他の固定負債が4,404千円減少したことによるものです。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末と比較して1,721,596千円（6.7％）増加し27,563,504千円となりました。これは主

に、利益剰余金が1,724,695千円増加したことによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2021年10月29日に公表しております連結業績予想数値について、現時点での変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,261,477 28,155,308

売掛金 192,870 160,382

その他 266,157 268,092

流動資産合計 27,720,504 28,583,783

固定資産

有形固定資産

建物附属設備（純額） 163,104 154,968

その他 67,621 66,068

有形固定資産合計 230,726 221,036

無形固定資産

商標権 165,265 157,008

のれん 967,300 918,935

その他 51,037 67,284

無形固定資産合計 1,183,604 1,143,228

投資その他の資産

敷金及び保証金 1,091,133 1,088,859

繰延税金資産 545,555 421,618

貸倒引当金 △7,000 △23,200

その他 32,113 52,091

投資その他の資産合計 1,661,802 1,539,368

固定資産合計 3,076,133 2,903,634

資産合計 30,796,638 31,487,417

負債の部

流動負債

契約負債 ― 973,522

前受金 837,590 ―

賞与引当金 26,458 625,771

未払金 1,638,070 810,042

未払法人税等 1,621,250 752,787

未払消費税等 440,612 399,963

その他 126,246 104,865

流動負債合計 4,690,227 3,666,952

固定負債

退職給付に係る負債 140,022 136,884

その他 124,480 120,076

固定負債合計 264,502 256,960

負債合計 4,954,730 3,923,913
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,884,626 2,884,626

資本剰余金 2,874,376 2,874,376

利益剰余金 19,771,460 21,496,155

自己株式 △353 △353

株主資本合計 25,530,109 27,254,805

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △656 △1,469

その他の包括利益累計額合計 △656 △1,469

新株予約権 312,455 310,169

純資産合計 25,841,908 27,563,504

負債純資産合計 30,796,638 31,487,417
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年10月１日
　至 2020年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 3,972,353 5,105,237

売上原価 1,284,707 1,732,675

売上総利益 2,687,645 3,372,562

販売費及び一般管理費 880,450 801,011

営業利益 1,807,195 2,571,551

営業外収益

受取利息 803 1,000

新株予約権戻入益 2,790 9,868

雑収入 240 483

営業外収益合計 3,834 11,352

営業外費用

支払利息 ― 83

固定資産除却損 ― 8,641

雑損失 346 358

営業外費用合計 346 9,083

経常利益 1,810,683 2,573,820

税金等調整前四半期純利益 1,810,683 2,573,820

法人税、住民税及び事業税 567,322 703,124

法人税等調整額 125,753 119,469

法人税等合計 693,075 822,594

四半期純利益 1,117,607 1,751,225

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,117,607 1,751,225
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年10月１日
　至 2020年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 1,117,607 1,751,225

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △188 △813

その他の包括利益合計 △188 △813

四半期包括利益 1,117,419 1,750,412

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,117,419 1,750,412
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、Ｍ＆Ａ仲

介及びアドバイザリー業務における収益の認識時点については、連結子会社において案件の途中段階で一部の報酬

を収益として認識しておりましたが、主として株式譲渡・事業譲渡が成立した時点で収益を認識する方法に変更し

ております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は4,950千円減少し、売上原価は272千円減少し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ4,677千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は

26,529千円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた

「前受金」は、当第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示することとしました。なお、収益認識会

計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行って

おりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響

準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な

取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（追加情報）

（新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積りの仮定につきましては、前連結会計年度の有価証券

報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染拡大等の会計上の見積りに与える影響）に記載した内容から重要

な変更はありません。

　


